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はじめに
わが国の港湾法（昭和２５年法律２１８号）は、制定後６０年の間に、いくつ
かの改正がなされているが、最近では、港湾を取り巻く環境が大きく変
化していることから、重要な改正が相次いでおり、本年３月３１日には、
わが国の港湾の国際競争力を強化することなどを目的として、「港湾法
及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律」（平成
２３年法律９号）が成立している（１）。こうした状況のもとで、今回の改正
を含めた港湾法の意義について、改めて検討する必要が生ずるが、本稿
では、そのための準備的な作業として、日仏の港湾法（正確には、わが
論 説
 本稿は、同法案の国会提出以前に執筆しながらも、諸般の事情から公表
が遅れていたものであるため、平成２３年の港湾法改正については、最低限
の言及をするにとどめており、改正内容を網羅的に検討する趣旨をもつも
のではない。
なお、同改正については、雑誌『港湾』２０１１年６月号が特集を組んでお
り、筆者も小論を寄せている（木村麿「法理論の観点からみた改正港湾法」
港湾２０１１年６月号３８頁以下）。
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２７０（４５）
国の港湾法に相当する基本法令）を比較することにしたい。
わが国の港湾法に相当する法律は、フランスでは港湾法典（Code des
ports maritimes）である（２）。これは、直訳すれば海港法典であり、河港
（ports fluviaux）に適用されないことを示しているが、わが国では河港
が発達していないので、港湾法の比較対象としては、さしあたって同法
典を取り上げれば足りるであろう（３）。
なお、比較法的な考察をするのであれば、本来、個別の規定の比較を
含めた、緻密な検討が求められるはずであるが、本稿では、日仏の問題
状況の共通性を明らかにすることに重点をおくので、主として形式的要
素に注目して、あえて概括的な比較をするにとどめる。
１．フランスにおける法典化の経緯と現状
はじめに、港湾法典の制定の経緯を含めて、フランスにおける法典の
意義と法典化の状況について、概略的に述べておこう（４）。
 本論で述べるように、２０１０年１０月２８日に交通法典が制定されたことに
伴って、港湾法典については、法律の部の主要部分が削除され、交通法典
（第５部第３編）に編入されている。そこで、本来であれば、交通法典の港
湾関係の規定を素材とするべきであるが、本稿では、主として、交通法典
が制定される以前の港湾法典を取り上げることにし、交通法典との関係は、
補論で最小限のコメントをすることにしたい。したがって、本論で引用す
る港湾法典のうち、法律の部の条文は、正確には「旧港湾法典」のもので
ある。
これは、註に述べた事情のほか、交通法典が未完成の段階にあること
を考慮したものである。すなわち、港湾法典のうち、命令の部の規定は、
従前どおり効力を有しており、削除されずに残った法律の部の規定を含め
て、従来の港湾法典の章立ては維持されている。しかも、現行の交通法典
においても、従来の港湾法典の構成がほぼそのまま踏襲されているので、
本稿の本論部分も、実質的には現行法の比較としての意義をもつことにな
る。
 河港制度を含めて、フランスの港湾制度の概要については、木村麿『港
湾の法理論と実際』（成山堂書店、２００８年）１７頁以下を参照。
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 用語の意義をごく大まかに述べるとすれば、法典（code）とは、
ひとつの法分野の規範を体系立てて整理した法令の集合体であり、法典
を制定する作業とその成果が法典化（codification）と呼ばれる。
 法典化の歴史的な経緯をみると、大革命期には、ナポレオン五法
典（民法典・刑法典・商法典・民事訴訟法典・治罪法典）が制定された
が、第二次大戦後には、１９４８年に、法典化の検討のための委員会が設置
されたことを契機として、個別分野での法典化が進められており、その
方針は、若干の断続ないし停滞期を除いて、現在に至るまで存続してい
る（５）。
このように、大革命期と現代では、法典化の対象も異なっているが、
法典化の意義も相違している。すなわち、ナポレオン五法典をはじめと
した古典的な法典は、法典化によって新たな規範を体系的に創設するこ
とを意図したものであるのに対して、２０世紀後半以降の法典化の多く
は、既存の法令を整理することを主眼としたものであり、《内容的な変
更なき法典化（codification a｀ droit constant）》と呼ばれる。概して、実
用的ないし体系的な観点が重視されている。
第二次大戦後の法典化の具体的成果として、港湾に関係する公法関係
の法典をあげるとすれば、１９４８年に制定された一般租税法典（Code
ge´ne´ral des impo＾ts）、１９５７年に制定された国有財産法典（Code du do-
maine de l’Etat）などがある（６）。１９５６年に登場した港湾法典も、この時
期の成果のひとつとして位置づけられる（７）。
 本稿の趣旨から、港湾に関係する法典を中心に述べるが、法典化の全般
的な経緯と現状等については、山口俊夫『概説フランス法・上』（東京大学
出版会、１９７８年）４５頁以下、滝沢正『フランス法〔第４版〕』（三省堂、２０１０
年）７５頁以下、２８９頁以下などを参照。
 １９４８年５月１０日デクレ（４８―８００号）によって、法典化・法令簡素化検討委
員会が創設されている。その後、１９８９年９月１２日政令（８９―６４７号）によって、
法典化高等委員会（Commission supe´rieure de codification）に再編され、組
織改正等がなされている。
 国有財産法典は、２００６年に、後述の公的財産一般法典に置き換えられて
いる。
《論 説》
２６８（４７）
さらに１９７０年代以降は、１９７２年に成立した都市計画法典（Code de
l’urbanisme）をはじめとして、行政法の各論的分野での法典化がいっそ
う進められており、２０００年には環境法典（Code de l’environnement）が
制定されている。
 １９５６年に制定された当初の港湾法典は、法律の規定に限られてい
たが、１９７８年には、現行の多くの法典と同じように、《法律の部（partie
le´gislative）》と《命令の部（partie re´glementaire）》の二本立てになっ
た（８）。これによって、同一の事項を定める法律と行政立法（特に政令
de´cret）について、同じ番号が付され、相互の対照ができる体裁になっ
ている（９）。たとえば、法律の部の冒頭部にあるL１０１―１条は、中枢港の
創設に関する規定であるが、それに関する手続的な規範が命令の部のR
１０１―１条に定められている（１０）。
 比較的最近の動きとして、交通法典（Code des transports）の制
定がある。すなわち、２００４年に、法令を簡素化する政策の一環として、
港湾法典や海事関係の諸法令を含めて、交通法典の整備が目指されるよ
うになったが（１１）、対象となる法令の数がきわめて多いことから作業が難
航し、２０１０年１０月２８日にようやく、法律の部の成立をみた（１２）。政令の部
の制定作業を含めて、現在でもなお、完成に向けた作業が進められてい
 １９５５年５月２０日政令（５５―６０１号）によって、港湾に関する法律を法典化す
るための手続が定められ、１９５６年３月２７日政令（５６―３２１号）によって、港湾
法典が制定されている。
 １９７８年５月２２日の２つの政令（７８―４８７号・７８―４８８号）に基づく改正である。
それぞれ、法律の部と命令の部の根拠となっている。
	 わが国では、港湾法や同法施行令、同法施行規則の間で、関連する条文
の番号は一貫しておらず、たとえば、港湾法２条２項は同法施行令１条に
対応している。特に長大な法令の場合には、フランス法の形式の方が参照
に便利であるといえる。

 この改正に先だって、《事実上の法典化》というべき作業があったことに
つき、木村「港湾法の体系化の試み」港湾２００５年１月号４２頁以下を参照。
 憲法３８条および２００４年９月９日法律（２００４―１３４３号）８４条に基づき、行政府
が制定するオルドナンス（ordonnance）の形式で、交通法典を制定すること
が予定され、２００４年１２月１０日から２４ヵ月の期間が設定されていた。
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ちなみに、これに先立って、１９９５年にも交通法典の制定が試みられた
が（１３）、頓挫した経緯があり、そうした初期の作業を含めると、１５年以上
の歳月を経て、はじめて法典化が部分的に実現したことになる（１４）。
 交通法典とは別に、国内交通基本法（１９８２年１２月３０日法律８２―１１５３
号）が早くから制定されている。同法は、交通権（droit au transport）や
基本的な交通政策の策定をはじめとした理念規定、政策評価などの基盤
的制度をまとめたものである。そもそも同法は、法典の名称を有するも
のではなく、既存の交通関係法令の法典化作業を目指した交通法典と異
なり、当時としては斬新な規定を創設したものであるが、現行の交通法
典の総則的規定（第１部）のなかには、国内交通基本法の大多数の諸規定
が組み入れられている（１５）。
２．港湾法・港湾法典の構成の日仏比較
ここで、日本の港湾法とフランスの港湾法典の構成を比較しておこ
う。両者の章立ては、それぞれ表１・表２に示すとおりである（１６）。
わが国の港湾法においては、国土交通大臣が定める「港湾の開発、利
用及び保全並びに開発航路の開発に関する基本方針」（以下、基本方針と
 ２０１０年１０月に成立した交通法典の根拠になったのは、２０１０年１０月２８日オ
ルドナンス（２０１０―１３０７号）であり、その授権法律は、２００９年５月１２日法律
（２００９―５２６号）９２条である。なお、同授権法律は１８ヵ月の期間を設定してお
り、その期限内に法典の第一弾が制定されたが、その後の継続的な作業の
ために、期限が延長されている（２０１０年１２月７日法律２０１０―１４８８号２８条）。
 交通法典の制定は、１９９５年１２月４日に法典化高等委員会が定めた法典化
計画に組み入れられ、１９９６年５月３０日の首相通達（Journal officiel du ５ juin
１９９６, p.８２６３）において公式に表明された。
 実務上の交通法典の制定作業とは別に、大学の研究者が私選的に交通法
典の編集を試みたものとして、Ch. Paulin （dir.）, Code des transports ,
Litec,２００８.
 もとより例外もあり、国内交通基本法律のうち、政策評価関係の規定（木
村・前掲註９０頁以下参照）は、交通法典に組み入れられていない。
《論 説》
２６６（４９）
いう）と、国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾の港湾管理者が定め
る「港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全に関す
る政令で定める事項に関する計画」（以下、港湾計画という）についての
規定（第１章の２）に続いて、港湾管理者の業務に関する規定がおかれて
いる（第２章・第３章）。ついで、港湾区域と臨港地区の規制に関する規
定（第４章）、港湾工事の費用に関する規定（第５章）、開発保全航路に関
する規定（第６章）などがおかれている。
フランスの港湾法典も、おおむね同じ内容を有しているが、いくつか
の相違がみられる。
 形式的にみると、まず、日本の港湾法の編別のうち、基本方針・
港湾計画や開発保全航路に関する規定は、フランスの港湾法典には存在
しない。また、港湾工事の費用に関する規定は、フランスでは第１編に
取り入れられている。
 他方、港湾警察、すなわち港湾の秩序維持のためになされる作用
に関する規定は、フランスの港湾法典には組み入れられているが（第３
編）、日本の港湾法には存在せず、港則法（昭和２３年法律１７４号）をはじめ
 フランスの港湾法典では、序章（titre pre´liminaire）に多くの規定が配され
るという変則的な形態をとっているが、これは、２００８年の改正により、既
存の第１章の前に、中枢港に関する章が新たに設けられたことによる。
表１ 日本の港湾法の構成
第１章 総則
第１章の２ 港湾計画等
第２章 港務局
第３章 港湾管理者としての地方公共団体
第４章 港湾区域及び臨港地区
第５章 港湾工事の費用
第６章 開発保全航路
第７章 港湾運営会社
第８章 雑則
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とした諸法令において定められている。また、港湾関係の料金について
は、フランスでは独立した編が設けられているが（第２編）、日本の港湾
法には概括的な規定（４４条～４５条）があるにとどまり、これらの規定をう
けて、港湾管理者である地方公共団体が条例等を制定している。さら
に、港湾の労働関係について、フランスの港湾法典は、港湾労働者の地
位や労使同数委員会、年金基金などに関する規定を掲げているが（第５
表２ フランスの港湾法典の構成＊
第１編 海港の創設・組織・整備
序章 海港の構成要素と中枢港
第１節 中枢港の制度・権限・財政制度
第２節 中枢港の組織
第３節 中枢港の活動
第４節 中枢港の監督
第５節 中枢港の整備
第６節 雑則
第１章 自治港
第１節 自治港の制度・権限・財政制度
第２節 自治港の組織
第３節 自治港の活動
第４節 自治港の監督
第５節 自治港の整備
第６節 雑則
第２章 自治港以外の商港と漁港
第３章 マリーナ
第４章 共通規定
第５章 海外領土における港湾
第２編 港湾・航行の諸料金
第３編 海港の警察
第４編 臨港鉄道
第５編 海港の労働制度
第６編 地方公共団体及びその集合体に帰属する海港の創
設・組織・整備
＊２０１１年１０月２８日オルドナンスによって、交通法典に編入される以前のもので
ある（註参照）。また、第１編第２章以下の節は省略している。
《論 説》
２６４（５１）
編）、わが国では、港湾労働法（昭和６３年法律４０号）など、港湾法以外の
法律によっている。
 このほか、フランスの港湾法典では、臨港鉄道に関する編（第４
編）がみられる。日本の港湾法では、港湾施設のうち臨港交通施設のリ
ストのなかに、鉄道が含まれているにとどまるが（２条５項４号）、フラ
ンスでも、臨港鉄道の実際的な重要性は必ずしも大きくなく、独立した
編を充てることに疑問も呈されている。また、同法典の第６編は、地方
公共団体による港湾の創設に関するもので、わが国の港湾法でいえば、
都道府県知事の法定受託事務としての港湾区域の指定等（４条、９条な
ど）にほぼ相当する規定である。
以上は表面的な比較であるが、フランスの港湾法典に関する内在的な
問題点を探るためには、同国の実務関係者の所見を参照するのが適当で
あろう。
３．フランスの港湾法典の問題点
そこで注目されるのは、港湾法研究に携わっている実務家であるレザ
ンテル（R. Re´zenthel）が、「擬古趣味的な例としての港湾法典」と題し
て公表した論文である（１７）。同論文は、そのタイトルに示されるように、
フランスの港湾法典の内容を多岐にわたって痛烈に批判しているが、以
下では、日本法との比較をするうえで意味をもつ指摘を中心にして、要
旨を紹介するにとどめる。
 港湾法典には、定義規定がおかれていない。とりわけ、港湾
（port）や港湾施設（outillage portuaire）の定義が存在しないという問題
点があり、公的港湾施設や私的港湾施設の区分に関する規定も欠けてい
 R. Re´zenthel,《Le code des ports maritimes : un exemple d’archal¨sme
juridique》, Annuaire de droit maritime et oce´anique , tome１８,２０００, p.３２１
et s. やや古い論文であるが、フランスの港湾法典の内容は、その後も基本
的に維持されているので、同論文は、今日的にも妥当する指摘を多く含ん
でいる。なお、本稿には、著者レザンテルとの面談等で得られた認識をも
とに、その後の動向を補足している箇所がある。
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 港湾法典に定められていない要素として、公物制度、税制、環境
保護、港湾利用者等との契約的関係、港湾管理者の戦略的事項、損害賠
償責任などがある。また、警察規制に関しては、裁判管轄等の観点から
みて雑多な要素が混在している。今後のあるべき改正として、特に環境
に関する規定の整備が求められる。
 港湾に関する判例の重要性は、法令の規定が質的および量的に不
足していることを意味しており、港湾関係者の法的安定性を確保するた
めには、判例によって確立された法理を港湾法典のなかで規定するのが
望ましい。
 港湾法典の改善を図るための人的スタッフが少ないという問題が
ある。すなわち、法典の改正作業に際しては、法的素養があることと当
該分野の専門的知見があることの２つが要求されるが、港湾に関して
は、人事異動上の事情から、特に中央行政において、両者の要請をみた
す公務員が少ないことが障害になっている。
 港湾法典には、必ずしも平易でない文言を用いた規定が多いが、
憲法院は、法律へのアクセスの可能性（accessibilite´）と判読の容易性（in-
telligibilite´）が憲法的価値をもつ要請であるとしており（１８）、港湾法典に
おいても同様の配慮が求められる。
 以上の指摘をしたうえで、レザンテルは、フランスの港湾法典の
特徴について、次のように総括している。すなわち、「法の簡素化や明
確化という技術的な目的を別にすれば、法典化はその時々の政治的な意
思を表現している。港湾法典は、その構成や内容からも明らかなよう
に、国や地域の経済発展に資することを目的にしたものではなく、特定
の公役務の機能を確保することを目的としている。しかも、港湾管理者
 C.C.１６de´cembre１９９９, DC９９―４２１, Rec . p.１３６, cons.１３. 法典化高等委員
会の２００２年報告書も、法典化の必要性について書かれた箇所において、規
範の安定性を高めること、法典化作業の成果を展開させることと並んで、
同判決を引用しながら、法律の判読容易性とアクセス可能性の要請を掲げ
ている。Commission supe´rieure de codification, Treizie｀me rapport an-
nule ,２００３, Journaux officiels, p.７.
《論 説》
２６２（５３）
に対して、国際競争に立ち向かうために十分な法的手段を提供するもの
ではない」という（１９）。
４．日本の港湾法の特徴と問題点
以上のレザンテルの指摘は、日本法との比較をするうえでも、参考に
なるところが多い。先に列記した事項に対応させながら、わが国の港湾
法の特徴と問題点について、いくつかのコメントを付すことにしよう。
ただし、レザンテル論文の要約に付けた通し番号に対応する形ではな
く、適宜、順序を入れ替えて述べることにしたい。
 概念の定義については、日本の港湾法でも港湾の定義は存在しな
いが（２０）、港湾施設には簡単ながら定義規定があり、限定的な列挙がなさ
れている（２条）。概して、総則的な規定は、日本の方がフランスよりも
充実している（第１章参照）。
 港湾法ないし港湾法典が港湾に関する規定を網羅的に取り込んで
いないことは、日仏両国で共通である。特定外貿埠頭の管理運営に関す
る法律（昭和５６年法律２８号）が港湾法から独立しているのは、埠頭公社の
組織を中心にした法律であることによるものであり、規定の分量からし
ても、また公共用物たる港湾の例外的な利用形態に関するものであるこ
とからしても、やむを得ないところであろう（２１）。もとより、他の法令と
の事項的な配分については、国によって異なるし、省庁の所掌事務など
によって技巧的に決められることが多いので、一概にその適否は判断し
 このほか、フランスの法典化に固有なことがらであるが、従来、港湾法
典にあった法律の規定の一部が行政立法的な内容をもつにとどまるとして、
憲法３４条および３７条に基づいて廃止される例があるが（１９７８年３月２７日政令
３条以下）、その廃止の内容が不明確なものがある、という問題点が指摘さ
れている。
 港湾法における港湾の意義につき、木村・前掲註１頁以下を参照。
 ただし、公社埠頭に対置される公共埠頭の使用関係に関する私見として、
木村・前掲註１６３頁以下、同「港湾法の現代的課題」都市問題研究６２巻２
号（２０１０年）５３頁をも参照。
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えない（２２）。
たとえば、租税制度や公物制度について港湾法に規定がないことは、
フランスと同様である。もっとも、現行法上は、国有財産法（昭和２３年
法律７３号）の例外規定などがおかれているが（５４条の３第８項、５５条１項
など）、フランスでは、１９９４年に、主として港湾施設を念頭において国
有財産法典を改正した経緯もあり（２３）、どこまで例外を一般化するかとい
う技術的な問題に関わっている。
 総じて、フランスの港湾法典よりも日本の港湾法の方が、現代的
な規定を多く配している。たとえば、環境対策については、わが国で
は、１９７３（昭和４８）年の港湾法改正によって、目的規定（１条）に環境の保
全への配慮が明記されたうえで、港湾施設として港湾環境整備施設が追
加され（２条５項９号の３）、あわせて港湾環境整備負担金の制度（４３条
の５）が創設された。さらに、２０００（平成１２）年の改正では、基本方針で
定められる事項として、環境保全に関する事項が追加された（３条の２
第２項４号）。その反面で、第８章の雑則の規定が増加する傾向にある。
 フランスでは、港湾を含めた沿岸域の整備について、基本的には
都市計画法典や環境法典、およびそれらの関係法令によるのに対し
て（２４）、日本では、臨港地区の規制が都市計画法制から比較的明確に区分
されている（３８条参照）。港湾の経済的機能の特殊性に鑑みると、わが国
の仕組みには合理性があると思われる。
 港湾の戦略に関しては、わが国の港湾法では、基本方針や港湾計
 古典的な文献における指摘として、G. Braibant,《L’expe´rience franaise
de codification : proble｀mes actuels de la codification franaise》, Revue
franaise de droit administratif , １９９４, p. ６６３. フランス語圏の諸国をみる
と、コートジボアールなどのように、港湾に関する規定が海運法典（Code
de la marine marchande）としてまとめられる例もあり、港湾と海事の連続
性に鑑みると、かかる海上運送関係の諸規定を同一法典に集約することに
も合理性がある。また、理論的には、海洋法典（Code maritime）として一括
することも考えられる（Re´zenthel, op. cit ., p.３２５）。わが国の海洋基本法（平
成１９年法律３３号）は、後者の発想に近いものといえる。
 木村・前掲註８４頁。
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画に関する規定がおかれている（３条の２、３条の３）。また、全国的な
観点からみた港湾戦略は、基本方針のほか、各種の審議会答申において
示されており（２５）、概してフランスよりも明確化されている。もとより日
本の港湾法では、国による港湾管理が原則的に排除されているという意
味で、少なくとも表面的には分権型の制度が採用されていることから、
この種の全国的見地からの方針は極めて重要な意味をもつ。他方、フラ
ンスでは、これに類する制度がないことが一因となって、会計検査院か
ら、全国的な港湾政策の乏しさが再三にわたって指摘されている（２６）。
もっとも、フランスでは、２００８年に創設された中枢港（grands ports
maritimes）において、港湾戦略計画（projet strate´gique du port）の策定
が求められるようになった（L１０３条の２）（２７）。また、各港湾の計画ない
し戦略的事項が行政上の契約によって定められることが多く（L６０１―２
条参照）、この点はわが国でも参考に値するであろう（２８）。
 わが国の港湾計画に相当する機能を部分的に有するものとして、フラン
スでは、海岸価値保全計画（sche´ma de mise en valeur de la mer : SMVM）
がある。この制度は、１９８３年１月７日法律（８３―８号）５７条によって創設され
たものであり、実際の計画は、都市計画法典の手続によって定められる（同
法典L１１１―１条、L１４６―４条など）。この海岸価値保全計画に関する細則を
定めた政令として、１９８６年１２月５日政令（８６―１２５２号）があり、いずれも多く
の改正を経て今日に至っている（同制度の導入直後の紹介として、林田博
「フランスの沿岸域行政」１９８８年６月号８０頁以下）。
なお、海岸価値利用計画は、港湾にかぎらず沿岸域の全般に関するもの
であり、これとは別に、１９９５年２月４日法律（９５―１１５号）１８条４項に基づい
て、港湾利用計画（sche´ma portuaire）が策定されていた時期があったが、
都市計画関係法令による規制のもとで、限られた意義しか有しないとして、
１９９９年に廃止されている。また、１９９５年４月１９日の県知事あて首相通達に
基づいて、港湾の開発の方向性を示すものとして、港湾地域文書（charte
de place portuaire）がある。
 最近のものとして、交通政策審議会「我が国産業の国際競争力強化等を
図るための今後の港湾政策のあり方」（平成２０年４月）。
 木村・前掲註１０１頁以下。
 木村・前掲註３５―３６頁。
 木村・前掲註都市問題研究５０―５１頁。
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なお、わが国の港湾法において、港湾計画やその審査方法に関して
は、制定当初から個別的に規定されていたが（１２条２号、４８条）、昭和４８
年の港湾法改正において、それらをまとめて独立した章が設けられた
（第１章の２）。その重要性に照らすと、きわめて理にかなった改正で
あったといえる。さらにいえば、これらの規定の原型をおいた、昭和２５
年の起草者の先見性に、敬意を表すべきであろう。
 港湾に関する法律の専門家が少ないことは、わが国でも指摘され
る。かつては、港湾法の立法関係者による優れた概説書が存在していた
が（２９）、それに続く書物が刊行されていないことにも、こうした事情が反
映されていると思われる。
その一方で、わが国では、隣接分野における法令との間で形式的な整
合性がとられている。特に、道路法や河川法などの国土交通関係の法律
は、港湾法と類似の構成をとっており（３０）、定義規定を含めた総則が充実
していることとあわせて、フランスの港湾法典にはない長所がある。
 フランスでは、公役務（service public）、公物（domaine public）、
公土木（travaux publics）、公の工作物（ouvrage public）などの一般法理
が充実しているという事情がある。これらの一般法理については、やや
詳しく述べておく必要があろう。
フランスでは、公役務の概念のもとで、行政に固有な法規範として、
私人間での紛争で使われる民事法（民法・商法や民事訴訟法など）とは異
なった一般的規範が確立している。ただし、商工業的公役務（service
public industriel et commerciel）については、民事法の適用があるとさ
れており、また公役務の範囲やその規範的な特殊性については、連綿と
して議論がなされているが（３１）、公役務が港湾警察や港湾管理にも適用さ
れることには異論がない（３２）。そうした一般法理が港湾法典の不備を補っ
 代表的な文献として、巻幡静彦『港湾法解説』（港湾協会、１９５０年）、山口
真弘＝住田正二『港湾行政』（日本港湾協会、１９５５年）。
 港湾法の制定に当たっての道路法の影響につき、断片的な分析ながら、
木村・前掲１３３―１３４頁を参照。
 公役務をめぐる概況につき、Ｊ・リヴェロ＝兼子仁ほか訳『フランス行
政法』（東京大学出版会、１９８２年）１７６頁以下などを参照。
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ている。
とりわけ公役務の特許（concession de service public）は、公役務に関
する一般法理として、ふるくから形成されてきたものである。もとも
と、特許（concession）とは、国王が有していた特権的権利（レガリア）を
私人に付与し、その私人に独占的な経営権を与えるものである。国と中
枢港・自治港（ports autonomes maritimes）（３３）の管理者である各公団と
の関係、中枢港公団・自治港公団とターミナルオペレーターとの関係
（後述の埠頭運営協定を含む）、地方公共団体と商工会議所の関係など
が、いずれも特許関係として理解されている（３４）。このことが、日仏両国
における法律の体裁の違いにも表れている。
すなわち、フランスでは、商工会議所や埠頭運営会社などに対する特
許について網羅的な規定はなく、明文がない場合には公役務特許の一般
法理が補完すると考えられているが、日本では、公役務の特許に相当す
る一般法理が確立していないので、個別法令で明示される必要がある。
また、わが国では港湾に関する判例が乏しいので、法改正で対応せざる
をえないという現実がある。この数年、わが国で頻繁に港湾法の改正が
なされているのは、こうした事情が一因になっていると考えられる（３５）。
他方、中枢港と自治港以外の地方港においては、２００６年１月５日法律
（２００６―１０号）という、港湾法典とは別建ての法律によって港湾運営会社
（socie´te´s portuaires）の制度が創設されているが、これは、地方港にお
 もっとも、近時のフランスでは、港湾における公役務の範囲が限定され
る傾向にある。この点は、わが国でいえば港湾管理と港湾運営の区分に関
係する問題であり、別の機会に詳しく論ずることにしたいが、全般的な状
況につき、木村・前掲註４１頁を参照。
! 自治港は中枢港の前身的な存在であり、フランス本土の自治港は、２００８
年７月４日法律（２００８―６６０号）による港湾法典の改正によって、中枢港に改
編されている。この結果、現在、自治港の制度は、海外領土のグアドルプ
港にのみ残存している（参照、木村・前掲註３５頁以下）。
" 木村・前掲註２２頁などを参照。
# もっとも、フランスでも、先に紹介したレザンテルの所見のように、判
例法理を港湾法典のなかに積極的に取り入れるべきであるという主張もみ
られる。
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ける伝統的な公役務特許の運用を修正する意義を有する（３６）。
このほか、公物は、私人（ないし、私人としての資格での公法人）が所
有・管理する私物と対置されるもので、わが国にも類似の概念がある
が、判例の蓄積の程度に大きな違いがあり、現在では、公的財産一般法
典（Code ge´ne´ral de la proprie´te´ des personnes publiques）において、公
物の一般法理が確立されている（３７）。また、公土木と公の工作物は、それ
ぞれ、不動産に関わる公共事業、およびその完成物について、民事法と
は異なる固有な法理を形成する概念であり、主として判例によって形成
された一般法理が港湾事業にも適用されている。
 レザンテル論文が最後に指摘しているように、日本の港湾法も、
港湾行政が支障なく行われることを主たる目的にしており、しかも、港
湾施設の拡充が求められた戦後の混乱期に制定されたという経緯から、
特に港湾施設の整備に関する規定に重点がおかれている（特に第５章を
参照）。そこで今後は、港湾の経済的機能や国際競争力を高める方向で
の改正が求められる。
とりわけ港湾の国際競争力の強化は、国内産業の国際競争力の強化に
つながるものであり、空港法では後者の目的がいわば終局目的として明
記されている（１条）。港湾法についていえば、２００５（平成１７）年改正で創
設された指定特定重要港湾の定義規定（２条の２第１項）や、平成２３年改
正によって創設された国際戦略港湾の定義規定（２条２項）において、
「国際競争力」の文言がみられるほか、公式文書等でも同様の目的が掲
げられているが（３８）、港湾法の目的規定において、空港法にならった文言
が挿入されてしかるべきであると思われる。他方、規定の内容として
は、平成２３年の港湾法改正において、まさに国際競争力の強化をいっそ
う推進するという観点から、大幅な制度改正がなされている（後出	・

参照）。
$ 木村・前掲註６１頁以下。
% 公的財産一般法典については、参照、木村・前掲註８０頁以下。
& 平成２３年の港湾法改正における法律案提案理由説明のほか、同法の背景
となる考え方につき、国土交通省港湾局「スーパー中枢港湾政策の総括と
国際コンテナ戦略港湾の目指すべき姿」（平成２２年２月）をも参照。
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 法令の明瞭化については、わが国でも、行政法令全般に改善が求
められるであろう（３９）。もっとも、港湾法の場合には、テクニカルな規定
が多いので、難解な条文になるのはやむをえない面があり、それを補う
ためにも、何らかの形で、条文の解説等がなされるべきであるが、こう
した作業がなかなか実現しないことには、港湾法の実際上のユーザーが
限られているという事情が介在していると思われる。
また、体系的にみると、第２章の港務局に関する規定が活用されてい
ない反面で、第８章の雑則のなかで、現代的な港湾管理に関する規定が
雑然と並べられているという問題点があり、理想をいえば、港湾法の全
面改正も期待されるところである。なお、次に述べるように、今回の部
分改正（第７章の創設）については、一応の合理的な説明が可能である。
	 平成２３年の港湾法改正では、港湾管理者の事務のうち、《港湾運
営》（４０）を民間会社に委ねる規定が創設された。港湾運営会社に関する規
定（第７章）がそれであり、そこにいう港湾運営は、港湾経営から下物施
設の整備を除いた業務、たとえば埠頭群の運営、集荷のための営業、
ポートセールス、上物施設の整備であるとされ、港湾計画の作成、港湾
区域における許可、臨港地区の規制など、公権力的な《港湾管理》の業
務は含まれないとされる（４３条の１２第１項参照）。
これに対して、フランスでは、港湾運営に関する事項は、伝統的に特
許契約のなかで規定されている（４１）。また、中枢港や自治港に関していえ
ば、それぞれの港湾管理者である公団とターミナルオペレーターとの間
で締結される埠頭運営協定（convention d’exploitation de terminal）（４２）に
ついて、港湾法典のなかで概括的な規定がおかれており（R１０５―２条～R
１０５―４条、R１１５―７条３項）、それに基づいて、各公団の交渉によって個
別に埠頭運営協定が締結されている（４３）。
' 参照、木村麿『ガバナンスの法理論』（勁草書房、２００８年）１０５頁。
( 港湾管理（狭義）と区別された意味での《港湾経営》の概念、および港湾
経営の一部としての《港湾運営》の概念については、参照、木村・前掲註
３８頁以下。
) 港湾における伝統的な公役務特許契約の雛形につき、木村・前掲註３７
頁以下。
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２５５（６０）
このように、日本の現行港湾法では、民間企業による港湾運営に関す
る一般的な規定がおかれている点で、フランス法と相違している。この
点は、上記で述べたように、フランスにおいては、日本と違って公役
務特許契約の法理が確立されていることに起因している（４４）。

 同じく平成２３年改正との関係では、港務局についての規定（第２
章）と港湾運営会社に関する規定（第７章）の関係が問題になるが、港務
局は、港湾管理を含めた権力的業務をも担っているのに対して、港湾運
営会社の業務は港湾運営に限られている。したがって、港湾法の構成
上、既存の港務局に関する章から独立させた形で、港湾運営会社の章を
設けたことは適当であるといえる。
もっとも、港湾法の章立てとしては、港湾管理者たる港務局や地方公
共団体に関する章（第２章・第３章）に続いて、港湾管理者のうち港湾管
理等を除いたものを担う港湾運営会社に関する章を配するのが自然であ
るが、平成２３年の港湾法改正では、雑則の直前の第７章に配している。
その中間に位置する章のうち、港湾区域や臨港地区に関する規定（第４
章）は《港湾管理》に関するものであり、港湾工事に関する規定（第５章）
は、港湾運営と同じく《港湾経営》に関するものであるが、いずれも行
政主体の事務であることを考えると、このような便宜的な構成もありう
るところであろう。ただし、将来的には、雑則のなかにある登録確認機
関に関する規定（５６条の２の３以下）を含めて、民間事業者に関する規定
をまとめて独立した章を設けることも、検討されてよいと思われる（４５）。
* 中枢港公団においては、埠頭協定（convention de terminal）の名称が与え
られているが、実質的には、中枢港における埠頭運営協定とほぼ同じ性質
を有する。なお、自治港から中枢港への改編に際しては、自治港の埠頭管
理協定がそのまま効力を有する旨の規定がある（２００８年１０月９日政令２００８―
１０３２号９条）。
+ ただし、フランスでは、自治港の埠頭運営協定に関して、国の政令（デク
レ）が全国共通の雛形を提示している（２０００年７月１９日政令２０００―６８２号）。そ
の紹介として、木村・前掲註５１頁以下。これに対して、中枢港の埠頭協
定においては、協定に記載されるべき事項が大臣の決定（アレテ）において
定められているにとどまる（港湾法典R１０５条の４）。
, 契約的構成の利点につき、一般論として、木村・前掲註'１０１頁以下。
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２５４（６１）
むすびに代えて
日本とフランスの港湾関係の法律を比較すると、総じて日本の港湾法
の方が精緻に構成されているが、類似の特徴と問題点を抱えているとい
える。日仏両国において、港湾関係の基本法令の大改正が必要であると
認識されながらも、社会情勢や他の法令・政策等との関係から、パッチ
ワーク作業がなされざるをえないという現実がある。
もとより、港湾法の形式的な修正だけでは、港湾運営等を改善するこ
とにつながらないが、制度の改善のためには、現行法の緻密な分析が求
められるであろう。こうした分析に際しては、比較法的な考察ととも
に、空港などの関連制度との比較を行うことが不可欠であり、まさに本
稿は、そのための基礎的作業にとどまるものである。
補論 フランスにおける交通法典の制定
本論で述べたように、２０１０年１０月２８日オルドナンスに基づいて交通法
典が制定されたことに伴って、港湾法典は、その法律の部の主要部分が
削除された。ただし、現在のところ、交通法典は、法律の部だけの構成
なので、港湾法典のうち、命令の部の規定は、従前どおり効力を有して
いる。その後、法の簡素化と質的向上に関する２０１１年５月１７日法律
（２０１１―５２５号）により、交通法典の規定が一部改正されている（４６）。同法典
について、本論との関係で、３点ほど指摘しておく。
 交通法典の構成としては、第１部の「共通規定」のなかで、交通
権や交通編成の基本原理に関する規定をおいている。そのうえで、第２
部以下で、個別の交通分野に関する規定を配している。港湾に関して
- かかる構成をとる法律の例として、建築基準法（第４章の２・第４章の
３）がある。
. たとえば、中枢港の運営に関する規定では、中枢港公団と地方公共団体
によって創設された公益団体（groupement d’inte´re＾t public）について、公
益団体の創設・組織・作用に関する一般的規定（２０１１年５月１７日法律第２
章）の適用をうけることが定められた（L５３１２―１４条第３項）。
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２５３（６２）
は、第５部の「海洋の交通と航行」のなかの第３編「海洋港湾」という
見出しのもとで、従来の港湾法典の規定が組み込まれている。その主な
章立ては、表３に示すとおりである。本論に述べた立法論的な選択肢と
の関連でいえば、海上運送に関する規定をまとめた海運法典の発想に近
いといえる。
 先に述べた法典化の意義に即していえば、交通法典の制定は、実
質的には《内容の変更なき法典化》であり、港湾に関しても、従来の港
湾法典の章立てを基本的に踏襲している。ただし、港湾労働制度に関す
る規定は、水先（pilotage）や曳船（remorquage）などの規定とともに、港
湾役務に関する章に規定されているなど（第４章第３節）（４７）、若干の構成
の変化がみられる。また、港湾運営会社に関する２００６年１月５日法律３５
表３ フランスの交通法典の構成＊
第１部 共通規定
（中略）
第５部 海洋の交通及び航行
（中略）
第３編 海港
第１章 海港の構成要素
第１節 共通規定
第２節 中枢港
第３節 自治港
第４節 地方公共団体及びその集合体に属する海港
第２章 港湾の諸料金
第３章 海港の警察
第４章 港湾役務
第５章 臨港鉄道
＊現行法典（法律の部）のうち、港湾（海港）に関する章立てのみを掲げてい
る。また、第５部第３編第２章以下の節は省略している。
/ たとえば、水先人に関しては、１９２８年３月２８日法律および１９２８年１２月１４
日政令によって規定されていたが、前者は交通法典の制定に伴って廃止さ
れた。その一方で、港湾運送事業者に関する基本規定は、港湾法典第５編
から、ほぼそのまま移動している。
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２５２（６３）
条のように、交通法典に組み入れられていない重要条文も存在する。
 注目されるのは、中枢港に関する節（第１章第２節）のなかで、
「運営（exploitation）」という見出しがおかれたことである（第３項）。
とはいえ、中枢港公団自身は原則として運営をなしえないという、いわ
ゆる《公設民営の原則》は、それに先立つ第１項「創設及び任務」の見
出しのもとで規定されており（L５３１２―４条）、運営の項では、中枢港に
おける港湾戦略計画の基本的内容や地方公共団体との関係が規定されて
いるにすぎない。なお、港湾運営の中核をなす埠頭協定に関しては、従
前の港湾法典における命令の部の規定が、現行法上も維持されている
（R１０５―２条以下）。
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２５１（６４）
